
 

 

 

 

 

 

１．はじめに                      

 鉄道駅や商業施設周辺の歩道上に違法駐輪されてい    

る自転車に対し、各自治体は駐輪場の整備および短時    

間無料開放、駐輪指導員の配置、違法駐輪自転車の撤    

去などの対策が行っている。しかし、効果が最大であ    

る撤去に関しては、撤去された自転車を所有者が受け    

取りに来ない場合があり、その処分費用がかかるとい    

う問題が発生している。                   

撤去の既往研究として、撤去の効果を時間的・空間

的に把握し、最適な撤去強度や撤去場所の選定につい    

て分析した研究¹⁾、自転車を撤去された人の以後の駐

輪意識・行動の変化を調査し、最適な撤去頻度や保管

料について分析した研究²⁾などがある。しかし、撤去

自転車の非受取の発生原因に関する研究は見られない。      

 本研究では、自転車が古くなると使用価値が下がり、

使われなく傾向にあると考え、自転車の使用年数に着

目して、使用年数によって撤去自転車の受取・非受取

台数がどのように変化するかを分析した。さらに移動

保管料を変化させた場合に撤去自転車の受取・非受取

台数がどう変化するかを分析した。 

２．自転車の使用年数の推定方法             

 自転車の防犯登録は自転車の盗難防止、放置された     

盗難自転車の所有者への迅速な返還、違法駐輪された    

自転車の迅速な撤去及び処分などを目的として1994年

6 月から各都道府県ごとに開始された。福岡県の防犯登

録ステッカーは図-1 のように２桁の数字、かな、５桁

の数字になっており、初めの２桁は所轄する警察署、

かなと下５桁は自転車の登録順を示している。 

 福岡市では撤去された自転車を管理するため、撤去

自転車の各保管所において保管台帳が作られており、

撤去日、車体番号、防犯登録番号、返還日、盗難届の

有無などといったデータを記載している。上記データ

のうち、防犯登録番号と、それに対応する撤去日の最

古値に着目すると、防犯登録番号から自転車の購入年

月を推定できることが分かる。図-1 を例にとると、 
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「10-い 1」で始まる番号の撤去日の最古値は 1997 年 2

月であるため、当該自転車の購入年月は 1997年 2 月以

降であると判断できる。仮にこれを購入日とすると、

この判断方法から、図-2 に示すように、防犯登録番号

と自転車購入年月に強い相関関係があることが分かる。

よって、これを購入日と考えて以下の分析を行う。 

推定購入年月及び防犯登録番号を表-1、表-2 に示す

ようにそれぞれｘ、ｙに変換すると、両者の関係を所

轄警察署ごとに表-3 

に示す回帰式で表す 

ことができる。以上 

より、防犯登録番号 

から自転車の購入年 

月を推定できること 

が明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 福岡県の防犯登録ステッカー 

表-1 ｘの値  表-2 ｙの値   表-3 回帰式 

注）ｘの 値 ：防犯登録は 1994 年に始まっているの で、

1994 年 1 月を１とした。 

ｙの値 ：かなと下５桁の頭に着目し、10 の位には, 

あ:0,い:1,う :2,・・・を対応させ、１の位には下５桁の頭の

数字を対応させた。 

使用年数からみた違法駐輪撤去車両の受取行動に関する研究 

　　　　　自転車の古さを示す

所轄する警察署を示す

推定購入年月 番号

2008年1月 169

2008年2月 170

2008年3月 171

2008年4月 172

2008年5月 173

2008年6月 174

ｘ

警察署コード 回帰式

10（中央署） ｙ=5.9x-26.1

11（博多署） y=7.1x-46.4

12（東署） y=5.5x-32.1

13（早良署） y=4.6x-96.5

31（筑紫野署） y=4x-25.9

46（南署） y=8.4x-101.6

回帰式

図-2 防犯登録番号と自転車購入年月の関係 

2005/7/1

2005/10/29

2006/2/26

2006/6/26

2006/10/24

2007/2/21

2007/6/21

2007/10/19

2008/2/16

2008/6/15

2008/10/13

2009/2/10

2009/6/10

10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60

防 犯 登 録 番 号

自
 転

 
車
 
の
 推

 定
 
製
 
造
 年

 
月

10（中 央署 ）

11（博 多署 ）

12（東 署）

13（早 良署 ）

31（筑 紫野 署）

46（南 署）

50（粕 屋署 ）

51（西 署）

い-0         い-5         う-0         う-5         え-0       え -5         お-0         お-5        か-0       か-5         き-0

防犯登録 番号

う-7 27

う-8 28

う-9 29

え-0 30

え-1 31

え-2 32

ｙ
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３．撤去自転車の使用年数と受取・非受取の関係 

 ２．の結果を用い、自転車の使用年数と各使用年数

ごとの天神地区の撤去自転車台数、受取・非受取自転

車台数の関係を図-3 に示す。図-3 の曲線は使用年数に

おける自転車の生存率を表す。これらの理論曲線を、

機械部品などの寿命を表す際に用いられるワイブル分

布³⁾を用いて表す。これにより合計台数分布 a(t)およ

び受取台数分布 b(t)、非受取台数分布 c(t)の式を図-3

のように求めることができ、相関係数も両者とも 0.98

を超え、よく適合していることが分かった。 

４．保管料低減による受取増加数の推定                

 撤去自転車の受取から非受取、廃棄への時間的推移    

は図-4 のように表せる。まず、自転車の購入直後は自    

転車の価値が移動保管料の 2000 円以上なので、撤去さ    

れても受け取りに来る（図-4 の①の状態）。一定時間        

使用されると自転車の価値が 2000 円以下となるため、      

撤去されると受取に来ない（図-4 の②の状態）。さら        

に使用年数が経過すると自転車そのものの価値がなく    

なり、使われなくなる（図-4 の③の状態）。①から②    

の状態へは速度 Tr(2000,t)で変化し、②から③の状    

態へは速度 Ds(t)で変化する。              

Tr(2000,t) および Ds(t)は、それぞれ図-3 における

受取台数分布 b(t)、非受取台数分布 c(t)の傾きに他な

らず、次式(1)のように b(t)、c(t)の微分で表される。       

Tr(2000,t) = -d{b(t)}/dt 

･･･(1) 
Ds(t) = -d{c(t)}/dt 

式(1)の第１式はg(t)＞2000円からg(t)≦2000円に移

る速度、第２式は 0 円＜g(t)≦2000 円から g(t)＝0 円

に移る速度である。ここで、保管料 s(0＜s≦2000 円)

の場合はg(t)＞s円からg(t)≦s円に移る速度Tr(s,t)

を考える。0＜s≦2000 円であるので Tr(s,t)は式(1)の

第１式と第２式の中間にあるものと考えられる。 

Tr(s,t) = Ds(t) + {Tr(2000,t)-Ds(t)}s/2000 

=-d{c(t)}/dt(1-s/2000)-d{b(t)}/dt s/2000 ･･･(2) 

保管料ｓに対する受取台数分布 b(s,T)は式(3)より

求まる。また、保管料を 2000 円から s(0＜s≦2000 円) 

に変えることによる受取台数 Re の増加量ΔRe は式(4)  

より求まる。 

b(s,T)=∫Tr(s,t)dt             ･･･(3) 

   ΔRe=∫[min{b(s,t),a(t)}-b(2000,t)]dt  ･･･(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、移動保管 

料を変えること 

により受取台数 

は表-4 のように 

増加することが 

分かった。 

５．おわりに 

本研究では、防犯登録番号から自転車の使用年数を

推定する方法を確立し、これを用いて使用年数と撤去

自転車受取・非受取台数の関係を分析し、移動保管料

の変化による受取台数変化を分析した。その結果、使 

用年数における自転車の生存率はワイブル分布に従う

ことが明らかになった。また、移動保管料を変えるこ

とにより受取台数がどの程度増加するかが分かった。
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表-4 保管料と受取増加数の関係 

T 

図-3 自転車の使用年数と受取・非受取・合計自転車台数 
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自転車の使用年数
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合計台数分布　a(t) = 5245.9exp(-t¹·⁷⁵/4.3)

受取台数分布　b(t) = 3769.4exp(-t¹·⁷/3 .9)

非受取台数分布　c(t) = 1522.5exp(-t¹·⁵/5)

　　　　　　　　　　　　　　社会全体の自転車

　　　①自転車の　　　　　Ｔｒ（2000,ｔ）　　②自転車の　　　　　　　Ｄｓ（ｔ）　　　③自転車の　　

　　　　　残存価値　　　　　　　　　　　　　　　　残存価値　　　　　　　　　　　　　 　　残存価値
　　　g（t）≧2000円　　　　　　　　　　　 0円＜g（t）＜2000円　　　　　　　　　　　 g（t）＝0円

　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　撤去自転車

　　①撤去自転車の　　Ｔｒ（2000,ｔ）　　②撤去自転車の　　　　Ｄｓ（ ｔ）　　　③自転車の廃棄　　

　　　　　　受取者　　　　　　　　　　　　　　　　　非受取者　　　　　　　　　　　　　 　g（t）＝0円
　　　g（t）≧2000円　　　　　　　　　　　0円＜g（t）＜2000円

図-4 自転車受取から非受取、廃棄への時間的推移の関係 
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